
 

イイ  移移住住にに関関すするる動動きき  
((東東京京都都のの転転出出超超過過傾傾向向がが継継続続))  

令和 2(2020)年度の東京都の転⼊・転出の状況を⾒ると、5 ⽉に転出者数が転⼊者数を
1,069 ⼈上回り、外国⼈を含む移動者数の集計を開始した平成 25(2013)年 7 ⽉以降初めて
の転出超過となりました(図図表表  特特--3399)。その後、6 ⽉は⼀時的に転⼊超過となりましたが、
7 ⽉以降は再び転出超過が続き、令和 3(2021)年 2 ⽉は 1,838 ⼈の転出超過となりました。 

また、東京都の転出者数は令和 2(2020)年 8 ⽉以降、前年を上回って推移し、令和 3(2021)
年 2 ⽉は約 3 万⼈となっています(図図表表  特特--4400)。 

このことは、東京都の転出超過が新型コロナウイルス感染症の拡⼤による⼀時的なもの
ではなく、今後も継続する可能性を⽰していると考えられます。 

 

 
 

 

図表 特-40 東京都の転出者数の⽐較 

資料：総務省「住⺠基本台帳⼈⼝移動報告」を基に農林⽔産省作成 
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図表 特-39  東京都の転⼊・転出の状況 

資料：総務省「住⺠基本台帳⼈⼝移動報告」を基に農林⽔産省作成 
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((都都市市住住⺠⺠のの地地⽅⽅へへのの移移住住意意向向がが増増加加))  
令和 2(2020)年 5〜6 ⽉に内閣府が⾏った調査によると、新型コロナウイルス感染症の影

響により、三⼤都市圏に住む⼈のうち、15.0％が地⽅への移住について「関⼼が⾼くなっ
た」、「関⼼がやや⾼くなった」と回答しています。特に、20 歳代では 22.1％が地⽅移住へ
の関⼼が⾼まったと回答しています(図図表表  特特--4411)。 

このことから、新型コロナウイルス感染症の拡⼤に伴い、テレワークの実施率が⾼まっ
ていること等を背景に、特に若い世代で⼈⼝過密な地域を離れて仕事をしたいという意向
が⾼まっていると考えられます。 

 

図表 特-41 新型コロナウイルス感染症の影響下における地⽅移住への関⼼の変化 

資料：内閣府「新型コロナウイルス感染症の影響下における⽣活意識・⾏動の変化に関する調査」(令和 2(2020)年 6 ⽉公表) 
注：1) 令和 2(2020)年 5〜6 ⽉に、三⼤都市圏の住⺠を対象として実施したインターネットによるアンケート調査(有効回答数は 1 万 128

⼈) 
2) 新型コロナウイルス感染症の流⾏による地⽅移住への関⼼の変化についての質問への回答結果 
3) 三⼤都市圏は東京圏(埼⽟県、千葉県、東京都、神奈川県)、名古屋圏(岐⾩県、愛知県、三重県)、⼤阪圏(京都府、⼤阪府、兵庫県、

奈良県) 
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髙⼭
たかやま

和洋
かずひろ

さんと真
ま

純
すみ

さんは、令和 2(2020)年 9 ⽉に⼦供 2 ⼈とと
もに⼀家で埼⽟県から京都府綾部市

あ や べ し
に移住しました。かねてより地

⽅での⽣活に憧れを抱いていましたが、⾸都圏で新型コロナウイル
ス感染症が拡⼤したことで移住を決意しました。 

移住する前は 20a の農地でからし菜を⽣産し、それを加⼯した和
からしを販売するほか、飲⾷店を経営していました。 

移住に際し、住宅は市の空き家バンク制度等を活⽤して確保しま
した。農地は知⼈から借り、からし菜の⽣産を再開しています。 

移住前から、オンラインを中⼼に販売していたため、移住後も販
路を変更することなく販売を継続しています。また、同年 11 ⽉に
は狩猟免許を取得し、地域の住⺠と協⼒しながらイノシシ等の狩猟
にも携わっています。髙⼭さんは、「移住することで新しい⼈たち
との出逢いと今まで経験したことのない形での農業、⼦供たちに⽣
きるための術を伝えられる環境に出会うことができた。将来的には
多品⽬栽培や農家⺠宿等も⾏っていきたい。」と話しています。 

髙髙⼭⼭ささんん⼀⼀家家  

((事事例例))  ココロロナナををききっっかかけけととししてて地地⽅⽅にに移移住住((京京都都府府))  
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特定⾮営利活動法⼈ふるさと回帰⽀援センター(以下「ふるさと回帰⽀援センター」とい
う。)では、主に東京圏の居住者で、地⽅暮らしや UIJ ターンを希望する⼈のための移住相
談を⾏っています。平成 22(2010)年から令和元(2019)年までの 10 年間で、ふるさと回帰
⽀援センターへの相談件数(来訪者数及び問い合わせ数)は約 8 倍に増加しましたが、令和
2(2020)年は、新型コロナウイルス感染症拡⼤の影響でセミナーの開催数が 36.0%減少し
たことから、相談件数は前年度に⽐べ 22.4%減少しました(図図表表  特特--4422)。 

そのような中で、令和 2(2020)年 6 ⽉以降は電話とメールによる問い合わせ数が 1 か⽉
当たり平均で約 1,800 件となり、前年⽐で 37.6%増加しています(図図表表  特特--4433)。 

その内訳を⾒ると、静岡県や⼭梨県、⻑野県など東京に毎⽇通勤することは困難な県へ
の移住相談が多いことから、テレワークの実施に伴い、都市住⺠における「郊外」の概念
が拡張している可能性があると考えられます。 

 

 
図表 特-43 ふるさと回帰⽀援センターへの来訪者・問い合わせ数 

資料：ふるさと回帰⽀援センター資料を基に農林⽔産省作成 
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資料：ふるさと回帰⽀援センター資料を基に農林⽔産省作成 

図表 特-42 ふるさと回帰⽀援センターへの来訪者・問い合わせ数 
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ウウ  農農業業・・農農村村へへのの関関⼼⼼のの⾼⾼ままりりやや半半農農半半 XX のの動動きき  
((都都市市住住⺠⺠のの農農業業へへのの関関⼼⼼がが増増加加))    

平成 12(2000)年から農林⽔産省は、就農希望者と産地・農業法⼈等とのマッチングを促
すため就農希望者向け就農相談会(「新・農業⼈フェア」)の開催を⽀援しています。令和
2(2020)年度は、地⽅公共団体や農業⼤学校、農業法⼈等による総合的な相談会「農業
EXPO」と農業法⼈等への就職に特化した「農業就職・転職 LIVE」の 2 つのイベントが交
互に開催されました。イベントへの来場者数は、9 ⽉から 2 ⽉にかけては前年同時期⽐で
増加しており、都市住⺠の農業への関⼼が⾼まっていることがうかがえます(図図表表  特特--4444)。 

 

図表 特-44 新・農業⼈フェア来場者数 

資料：農林⽔産省作成 
 注：1) 令和 2(2020)年度の来場者数 

2) 前年⽐は東京都及び⼤阪府において⾏われたイベントの来場者数について、令和元(2019)年度を 100 としたときの数値 

(単位：⼈、％)
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来場者数 740 210 1,209 311 560 219 856 305

前年⽐ 97.6 92.5 199.2 136.4 177.8 165.9 101.7 131.5

新型コロナウイルス感染症の拡⼤に伴い、Web 会議システム等
のオンラインを活⽤した地⽅と都市との交流や移住相談会が⾏わ
れています。 

⻑野県伊那市
い な し

では、令和 2(2020)年 8 ⽉に、保育園や⼩学校の
⾒学等を予定していた移住希望者等に向けて、オンラインで伊那
市内を巡るツアーを開催しました。第１回⽬のツアーでは、市役
所の職員と⼩学⽣等が、総合学習に⼒を⼊れている⼩学校や、県
外からの移住者を訪問し、その様⼦を Web 会議システムを通じて
ライブ中継しました。 

この取組には 300 ⼈以上の移住希望者が集まり、オンライン上
でも活発な質疑応答が⾏われるなど好評だったことから、以降も
定期開催し、令和 2(2020)年度末時点で、計 4 回のオンライン体
験ツアーを⾏い、これまでに６世帯が移住しました。 

また、群⾺県では以前から県庁の窓⼝や都内で開催する移住相
談イベント等を通じて、県内への移住希望者の相談に対応してき
ました。令和 2(2020)年度はオンラインを通じた移住相談会を 19
回開催しましたが、移住相談者が移住を検討する理由として、以
前は⽥舎暮らしに憧れた事例が多かったものの、新型コロナウイ
ルス感染症拡⼤後では、「安全・安⼼」を求めて、移住を検討する
者が多くなっています。 

県が把握している限りでは、令和 2(2020)年度末時点で、44 組
85 ⼈が勤務先への通勤が可能な市部を中⼼に移住しています。 オオンンラライインン移移住住相相談談会会のの様様⼦⼦  

資料：群⾺県 

((事事例例))  オオンンラライインンででのの交交流流、、移移住住相相談談会会をを実実施施((⻑⻑野野県県、、群群⾺⾺県県))  

保保育育園園等等をを紹紹介介すするる  
オオンンラライインン体体験験ツツアアーー  

資料：伊那市 
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